
自主財源20.2％

そ
の

他
42

.3
％

依
存

財源
79.8％

義
務

的
経

費
47

.9％

歳出（目的別）

投資的経費 9.8％

町税
7億8,698万円
12.2％

諸収入など
5億1,867万円
8.0％

地方交付税
33億2,000万円
51.3％

国･県支出金
10億4,048万円
16.1％

町債
5億9,051万円
9.1％

地方譲与税など
2億1,367万円
3.3％

歳 入
64億7,030万円

一般会計

扶助費
9億4,826万円
14.7％

物件費・
維持補修費
9億3,755万円
14.5％ 公債費

9億9,041万円
15.4％

普通建設事業費・
災害復旧費
6億3,305万円
9.8％

補助費等
9億7,202万円
15.1％

積立金・貸付金・
投資及び出資金
944万円
0.1％ 繰出金・予備費

8億2,435万円
12.8％

人件費
11億5,131万円
17.8％

わ
た
し
た
ち
の
予
算

　
平
成
28
年
度
和
水
町
一
般
会
計
予
算
は
、
64
億
7
，
0
3
0
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
昨
年
度
当
初
予
算
と
比
較
す
る
と
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
伴
う
シ
ス

テ
ム
改
修
費
や
消
費
税
増
税
に
よ
る
低
所
得
者
へ
の
給
付
金
給
付
事
業
の
増
加
が
主
な
要
因
で
す
。

歳
入
の
内
訳

歳
入
予
算
は
自
主
財
源
（
町
が
独
自
に
も

つ
財
源
）
が
20
・
2
%
、
依
存
財
源
（
国
･
県

か
ら
の
補
助
金
）
な
ど
が
79
・
8
%
と
な
っ

て
い
ま
す
。

自
主
財
源
で
あ
る
町
税
は
、
少
子
高
齢
化

に
よ
る
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
な
ど
の
影
響

に
よ
り
、
7
億
8
，
6
9
8
万
円
【
1
，

0
5
3
万
円
減
】
で
総
額
の
12
・
2
%
と
な
っ

て
い
ま
す
。

依
存
財
源
で
あ
る
地
方
交
付
税
は
合
併
算

定
替
え
終
了
に
伴
う
減
額
分
を
試
算
し
計
上

し
た
た
め
、
33
億
2
，
0
0
0
万
円
【
5
，

0
0
0
万
円
の
減
】
の
51
・
3
%
、
国
・
県
支

出
金
は
、
道
路
整
備
事
業
（
補
助
）
な
ど
に
よ

り
10
億
4
，
0
4
8
万
円
【
1
，
0
9
1
万
円

の
減
】
の
16
・
1
%
、
町
債
は
道
路
事
業
や
施

設
の
除
却
費
用
の
増
に
よ
り
5
億
9
，
0
5
1

万
円
【
9
，
6
8
1
万
円
の
増
】
の
9
・
1
%

と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
入
に
占
め
る
依
存
財
源
が
79
・
8
%
と

依
然
と
し
て
地
方
交
付
税
、
国
・
県
支
出
金
及

び
町
債
に
多
く
の
歳
入
を
依
存
し
て
お
り
、

町
税
の
徴
収
率
向
上
や
公
有
財
産
の
有
効
利

用
で
自
主
財
源
の
確
保
に
取
り
組
ん
で
い
き

ま
す
。

歳
出
の
内
訳
（
性
質
別
）

歳
出
予
算
は
、
義
務
的
経
費
（
人
件
費
、
扶

助
費
、
公
債
費
）
が
歳
出
総
額
の
47
・
9
%
、

投
資
的
経
費
（
普
通
建
設
事
業
、災
害
復
旧
費
）

9
・
8
%
、
そ
の
他
（
物
件
費
、
補
助
費
等
）

42
・
3
%
と
な
っ
て
い
ま
す
。

義
務
的
経
費
の
扶
助
費
は
、
9
億
4
，

8
2
6
万
円
【
2
，
3
3
４
万
円
増
】
14
・
7
%
、

公
債
費
は
、
昨
年
度
と
ほ
ぼ
変
わ
ら
ず
、
9
億

9
，0
4
1
万
円
【
6
5
4
万
円
増
】15・4
％
、

投
資
的
経
費
で
あ
る
普
通
建
設
事
業
費
・
災

害
復
旧
事
業
費
は
道
路
整
備
事
業
の
増
に
よ

り
、
6
億
3
，
3
0
5
千
万
円
【
1
億
1
2
７

万
円
増
】
9
・
8
%
、
物
件
費
･
維
持
補
修
費

に
つ
い
て
は
、
昨
年
度
よ
り
減
の
9
億
3
，

7
5
5
万
円
【
5
，
4
8
9
万
円
減
】
14
・
5
%
、

補
助
費
等
は
、
各
種
団
体
へ
の
補
助
金
見
直
し

等
に
よ
る
補
助
金
の
減
に
よ
り
9
億
7
，

2
0
2
万
円
【
１
億
6
4
7
万
円
減
】15
・
1
%
、 

積
立
金
・
貸
付
金
･
投
資
及
び
出
資
金
は
9
4
4

万
円
【
3
，
9
3
7
万
円
の
減
】
0
・
1
%
、
繰

出
金
･
予
備
費
は
、特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
で
、

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
や
簡
易
水
道
事
業
の
増

に
よ
り
、
8
億
2
，
4
3
5
万
円
【
2
億
9
，

6
0
5
千
円
の
増
】12
・
8
%
と
な
っ
て
い
ま
す
。

目的
内容
予算額
構成比
町民一人当たりの金額

内訳の見方

2月末日現在の
人口10,696人で計算

平
成
28
年
度
一
般
会
計
予
算

平
成
28
年
度
予
算
特
集

公債費
借り入れた借金の返済のために

9億9,041万円
15％

（92,596円）

土木費
道路やまちづくりのために

7億7,947万円
12％

（72,875円）

民生費
福祉・医療のために

19億1,322万円
30％

（178,872円）

総務費
行政運営のために

8億9,366万円
14％

（83,551円）

衛生費
ゴミ処理や病気予防のために

6億589万円
9％

（56,646円）

消防費
消防や火災予防のために

2億5,170万円
4％

（23,532円）

災害復旧費
災害時の復旧のために

773万円
0％

（723円）

農林水産業費
農林業の振興のために

3億271万円
5％

（28,301円）

議会費
議会運営のために

9,282万円
1％

（8,678円）

教育費
学校や生涯学習のために

5億1,061万円
8％

（47,739円）

商工費
商工業・観光振興のために

1億708万円
2％

（10,011円）

予備費
緊急時に備えるために

1,500万円
0％

（1,402円）

【扶助費】
こども手当や高齢者、
障がい者、乳幼児の医
療費助成費

【普通建設事業費】
道路、橋梁、河川や公
共施設の建設費

【物件費】
委託料、消耗品、通信
運搬費等

【補助費等】
各種団体への補助金、
負担金

【国・県支出金】
国･県が使用目的を特定
して交付

【地方交付税】
所得税、法人税、消費
税などの国税収入の一
部を国が交付

【町債】
公共施設の整備などの
ために借入金

【諸収入】
財産貸付による財産収
入や各種分担金、負担
金、使用料

歳 出
（性質別）

64億7,030万円

一般会計

※【
　
】
は
前
年
度
予
算
と
の
比
較
で
す
。 

　
％
は
予
算
全
体
に
占
め
る
割
合
で
す
。
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2月末日現在の
人口10,696人で計算
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成
28
年
度
一
般
会
計
予
算

平
成
28
年
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特
集
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借り入れた借金の返済のために
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15％
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道路やまちづくりのために
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福祉・医療のために

19億1,322万円
30％

（178,872円）
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行政運営のために

8億9,366万円
14％

（83,551円）

衛生費
ゴミ処理や病気予防のために

6億589万円
9％

（56,646円）

消防費
消防や火災予防のために

2億5,170万円
4％

（23,532円）

災害復旧費
災害時の復旧のために

773万円
0％

（723円）

農林水産業費
農林業の振興のために

3億271万円
5％

（28,301円）

議会費
議会運営のために

9,282万円
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（8,678円）
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学校や生涯学習のために

5億1,061万円
8％

（47,739円）

商工費
商工業・観光振興のために

1億708万円
2％

（10,011円）

予備費
緊急時に備えるために

1,500万円
0％

（1,402円）

【扶助費】
こども手当や高齢者、
障がい者、乳幼児の医
療費助成費

【普通建設事業費】
道路、橋梁、河川や公
共施設の建設費

【物件費】
委託料、消耗品、通信
運搬費等

【補助費等】
各種団体への補助金、
負担金

【国・県支出金】
国･県が使用目的を特定
して交付

【地方交付税】
所得税、法人税、消費
税などの国税収入の一
部を国が交付

【町債】
公共施設の整備などの
ために借入金

【諸収入】
財産貸付による財産収
入や各種分担金、負担
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歳 出
（性質別）

64億7,030万円
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前
年
度
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と
の
比
較
で
す
。 

　
％
は
予
算
全
体
に
占
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